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1．　はしがき
前号において，1980年改正憲法草案をシェルブッシュ委員会が審査した
ところまでみてきた。今回は，この1980年憲法が成立してからあとの，3
2年間の国内外の状況をみたのち，1983年憲法への移行過程について考察す
る。続いて，1983年憲法の内容を紹介し，さらにこの憲法の実践と，アパ
ルトヘイト崩壊，新憲法制定のための制憲会議への道程について検討する
こととする。
　1983年憲法は，近代憲法史にない人種別三院制の国会制度を定めて注目
された。しかしこの憲法で重要なのは，むしろ大統領制といわなけれぽな
らない。この憲法は，確かにアパルトヘイト体制を維持するものであった
が，国内外の状況は，アパルトヘイト体制にきわめて厳しいものがあっ
た。そのため政府は，アパルトヘイト法体系の修正，廃止を余儀なくされ
るようになった。大統領制はそのためにつくり変えられた。つまり従来の
象徴的大統領制から，行政の実質的権限を有する大統領制となった。この
大統領制によって，国会の権限を弱わめて，アパルトヘイト法体系の修正
削除を容易にした。
　1983年憲法は，アパルトヘイト体制の集大成であると同時にその崩壊の
出発点でもあった。憲法制定から8年後の1991年，デクラーク大統領はあ
らゆるアパルトヘイト法の廃止を宣言し，法案を国会に提出した。そし
て，遂に1991年6月に南ア国会は残されたアパルトヘイト基本法ともいう
べき三つの法律を廃止する決議をした。そしていま，新しい憲法の制定へ
の道を歩むために，反アパルトヘイト政党との協議に入っている。
2．　1980年憲法成立後の状況
　まず，政治の状況からみてみよう。1980年に新憲法のもとで総選挙が行
われた。この選挙で総議席数165のうちNPは131議席を獲得して，依然
として国会を支配する勢力であった。しかし，1982年になるとアパルトヘ
イト体制をあくまでも守ろうとする頑迷派のA．トリューニッヒらがNP
から脱党して，保守党（CP）を結成した。また，1980年憲法が目玉の一つ
とした大統領評議会も反アパルトヘイト運動を掲げて結成された，白人や
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カラードも含むUDFなどが選挙をボイコットして，十分な機能を果せな
かった。もっとも，大統領評議会が十分な機能を果せなかったのは，それ
ばかりではなかった。それは肝心の大統領制が当初予定したものよりも，
きわめて弱い権限しか有していなかったことにもよるのである。そして，
そのことが1983年憲法への改正の道をひらくことにもなった。したがっ
て，フィリューン上院議長が大統領になったけれども，行政の長には首相
であるボータが引きつづきその座にあった。そして，首相は議会に責任を
負う，責任政府であったため，アパルトヘイトに対する思い切った政策実
行ができなかった。
　ついで国内の反アパルトヘイト運動に目を転じてみる。この時期はまだ
ANCの武装闘争がなお激しく展開されていて，政府の機関に執拗な攻撃
が加えられていた。当時はまだ，ANCは社会主義革命を通して，アパル
トヘイトの全廃を主張していたから，政府は厳しく弾圧を加えていたので
ある。また同時に右翼政党も活発に活動していたし，インカタ自由党も全
人種による反アパルトヘイト運動を展開していた。このような国内治安の
不安定から，政府は1982年に国内治安法を制定した。この法律は，アパル
トヘイトを守る最後の法律ともいわれた。しかし，一方で政府はホームラ
ソドの独立にも力をそそぎ，大アパルトヘイト体制の実現を図った。そし
て，1983年には南ア政府とTBVC（ホームランド独立国）との間で南部
アフリカ開発銀行を設立したりして，融和策をとった。
　第三に，周辺諸国の状況はどうなっていたか。1980年にジンバブゥェが
独立し，白人社会からアフリカ人の社会になった。これは南アにとって極
めて重大な変化であった。アンゴラとモザンビークがすでにポルトガルか
ら独立して，しかも社会主義国として独立をしたので，南アにとっては非
常な脅威であった。これらの国から攻撃してくるゲリラに南ア政府は困っ
ていたのである。そこへ，かつては南ローデシアとして白人国家であり，
南アとも緊密な関係にあったこの国が，ジンバブウェとしてアブV．力人国
家となり，しかも反アパルトヘイトを政策として掲げる国が誕生したとい
4うことは，南ア政府にとって大変な脅威となったのである。このため，南
ア政府はアンゴラやモザンビークのゲリラ基地を攻撃した。これらの国を
フロソトライン諸国と呼び，南ア政府はいっぽうで，ゲリラを攻撃しなが
ら，他方で，これらの国との経済関係を緊密化する努力をしてきたのであ
る。
　最後に，アパルトヘイト法体系についての政府の対応をみてみよう。ア
パルトヘイト法については国会がなお強い権限をもっている1980年憲法の
もとでは，これらを廃止することは困難であった。それで政府は行政面で
これを補う努力をしてきた。たとえぽ，1981年にアフリカ人に義務教育制
度をとり入れようとしたことはその例である。だがアパルトヘイト法に大
きな影響を及ぼしたのは，最高裁判所の判決であった。都市に流入したア
フリカ人はパス法や集団地域法などによって違法なものとして，ホームラ
ンドに送還されることになっていたが，そのまま居すわったアフリカ人に
対して政府は強制送還をすることにしていた。ところが，1980年に最高裁
判所はコマニ判決でまた1981年のリホト判決で，アフリカ人の定住権を認
めた。これは事実上アパルトヘイト体制を崩していくものであった。こう
して，南アは徐々にアパルトヘイト法体系の修正への道をすすみ，それを
さらに推進するために憲法改正への道を進むようになった。そのために，
1983年9月に国民投票が行われ，憲法改正が決まった。
3．　1983年憲法の構成
　1983年9月9日に119票対35票で，下院は南アフリカ共和国1983年憲法
（法律110号）を可決した。そして，この法律は同年11月2日に国民投票
にかけられた。この国民投票は白人社会の反対が強く，10，669個も投票箱
が略奪されるという混乱があったが，開票された投票数では賛成1，360，223
票で，反対票は691，557票であった。つまり賛成票が65．95％でこの憲法の
実施が承認されたのである。
5　（1）三院制国会
　この憲法で最も特徴的であり，憲法史においてもほとんど前例をみない
制度は，国会の三院制である。この三院はHouse　of　Assembly，　House
of　Representatives，　House　of　Delegates（37条）となっている。18歳
以上の白人南ア市民はHouse　of　Assemblyの議員を選出する投票権をも
っている。同じ要件で，House　of　Representativesの議員はカラード
が，House　of　Delegatesの議員はインド人が選出する（52条）。各院の
選挙に立候補する候補者は，それぞれ関係する人ログループの構成員でな
けれぽならない（53条）。議員の数は白人の院は178人，カラードの院は85
人，そしてイン！ド人の院は45人とそれぞれ4：2：1の比率で構i成されてい
る。これはそれぞれの人ログループの人口比を代表していることとなって
いる。
　今回の三院制憲法は第四院としてアフリカ人で構成する議会を採用しな
かった。このことについて，共同開発大臣は国会でつぎのように主張し
た。rアフリカ人のための第4院は，南アフリカ人国家に対する自治政府
の全過程をこわしてしまうからである。もし，アフリカ人の院に対するそ
のような原則が承認されるとすると，これはつぎのことを意味する。それ
は諸君は南ア国内の10のアフリカ人国家に対して，それぞれに院をつくり
また4つの独立国のために院をつくらねぽならないだろう。それはまった
く実際的でないし，可能でもない」
　このような考えから，アフリカ人については，バンツーホームランドの
独立によって南ア憲法外におくこととした。しかし，なおそれでも南アの
中のホームランドの外にいて居住するアフリカ人の憲法上または政治上の
地位については，特別内閣委員会を設置して処理することにした。
　つぎにカラードとインド人については，これらは憲法上の国会のメンバ
ーに加えたのであるが，このことの理由について政府の見解は次のようで
あった。「カラードの人々やアジア人は自らの政治的権利を行使するに必
6要な自らの領土をもっていないという事実がのこるということであった。
彼らはアフリカ人に優位する構造を存していない」。
　このような考えからアフリカ人を除外し，カラードとアジア人は新憲法
で白人の仲間に入れることにしたが，白人とカラード，アジア人との関係
については，次のように考えたのである。「白人たちは，もはや他のグル
ープの問題について決定することはできないだろうし，また一般的利益の
問題があやうくなっていることのみ決定することができるにすぎない。…
…この関係における政府の約束としてはつぎのようなことである。第一の
グループへの一つのグループによる支配権力は除去されなけれぽならない
し，あらゆるグループはそれに影響ある問題について効果的発言が与えら
れなけれぽならない。第二にそのグループに関係している問題においてあ
らゆるグループの自己決定が保障されなければならない。第三に共同責任
は一般的利益の問題の中で達成されなけれぽならない。それ故に三院制の
意図は白人の自己決定からさずけられることなく，カラLドとインド人を
調整することである」。
　このように三つのグループから構成される国会で，しかも三者の利害が
全く異なる機構であるということから，1983年憲法は，国会が取り扱う諸
問題をつぎのように二大分類して取り扱うことにしたのである。その一つ
は，行政上の同大統領が，大統領評議会の助言にもとついて行動するか，
単に各院が立法することのできるようなもの，これらは三つのそれぞれの
人種別グループに関する“自分達の問題”として扱う。いま一つは行政機
関が内閣を“相談相手として”（協議するという意味）同大統領の行為と
して権限を付与されている場合及び立法がすべての院で立法行為によって
のみ可決されるという，三つのグループに影響のある“一般的問題”とし
て取り扱われる。
　1961年憲法までの国会と1983年憲法の国会との根本的な相違は，1961年
憲法の国会がなおウエストミンスター体制としての議院内閣制を採用し，
同大統領と議会が一体となって国会を構成していたのに対して，1983年憲
7法では，同大統領と議会とを完全に分離したことである。それでも国会に
よって可決される法案については，同大統領の同意を必要とする。また，
同大統領は三院のどの院の議員であってもならない。このような議院内閣
制から大統領制へのきりかえによる行政権と立法権の分離とともにいま一
つは先にのべた各人種グループの“自分達の問題”が創設されたため，こ
れらの問題への国会の最終的，排他的権限はそれぞれのグループ，別言す
れぽ個々の院の“自分達の制度”ということになった。
　三院は大統領の判断によって，また三つの議員の全員が合同会議の召集
を要求するときは，議院の合同会議を開くことになっている。しかしこの
合同委員会はこれを開かなければならない時と理由については何の指示も
ない。しかも，第67条（5）で「決議は，合同会議において採択されることは
ない」としているから，かなり不明確な会議といわざるを得ない。
　（2）大統領制と内閣
　1983年憲法は第三章に国大統領（以下単に大統領とする）を定めている
が，議院内閣制を排した大統領は，その権限が非常に増大している。彼は
形式的にも実質的にも国家元首である。共和国の首長であり南ア防衛軍の
最高司令官でもある（6条）。大統領の選出方法は，それぞれの院の多数
派によってつくられる指名された三院の議員で構成する選挙人団によって
選出される。この選挙人団の数はアセンブリーが50名，リプレゼソタティ
ブが25名，デレゲートが13名となっているので（7条（b）），実際に白人議
会の多数派によってえらぼれることになる。この選挙人団が最高裁長官ま
たは同長官の指名する控訴審判所が召集され，彼によって主宰される会議
でえらぼれる。この会議で二名の選挙人団の署名で指名された候補者につ
いて選挙人団が投票するが，基本は出席者の過半数となっている。過半数
に達しないときは，その後複雑な投票を行うことになっている。大統領の
任期は基本的に，大統領を選出した選挙人団を組織する母体となった議会
が存続する間となっている（第9条（1））。そのほかの場合を憲法はいろい
8ろ規定しているが，選挙人団によって解任される場合も定めている。大統
領は不信任の動議が国会によって可決され，それに対抗して国会が解散さ
せられた場合には，同時に大統領もその職を終了する。
　大統領は国の元首として，南アフリカの防衛軍の指揮権を有し，この憲
法，法律の定める権限を有する（6条（1））。この憲法の定める大統領の権
限はきわめて多岐に分れている。大まかなところを記すと，内閣の閣議を
主宰し（20条（a））個々の問題が“自らの問題”もしくは“一般的問題”で
あるかどうかについて，国会議員及び三院の議長と協議のうえ（内閣の同
意をえて）決定を下す（16条）。大臣の任命，法案の同意，国会の召集，
休会，解散など大統領の専権事項はきわめて多いのである。
　同大統領は法案が1983年憲法の規定にしたがって“処理されていなかっ
た”ことについて不満でない限り，普通に可決された法案については，拒
否することはできない（33条（1））。大統領は立法権を有しない。その結果と
して彼は法律を制定，廃止，改正する権限を有しないし，したがって予算
の可決にともなう立法計画を実施するには，三院に依存することになる。
　同大統領は，三院の大臣評議会のそれぞれの議長として大臣を任命しな
ければならない。そして，彼の助言者つまり大臣たちは，彼が任命される
1年以内に国会議員であるか，または国会議員になることが要求される
（24条（3）（a））。彼はもしある院が大臣評議会を信任しない投票をした場合
には，その大臣評議会を再編するか，その院を解散することが義務づけら
れている。
　（3）大統領評議会の構成と役割
　1983年憲法の特色は，1961年憲法の南アフリカ共和国憲法と比較して
も，いくつかのものが挙げられる。その第一は三院制の国会構成であった。
第二は実質的権限をもつ大統領制である。そして，第三が，これから説明
する大統領評議会である。
　大統領評議会は1980年憲法ですでに登場した制度であるが，その構成と
9役割は不鮮明であった。その一つは大統領の権限にも問題があったといわ
なけれぽならない。しかし，1983年憲法では大統領が実質的権能を有する
ようになり，その助言機関としての役割はきわめて重要なものとなった。
しかも三院制によって生じる“一一一一般的問題”の紛争解決機関として，さら
に一層重要な機関となったということができるのである。
　まず大統領評議会は1983年憲法第8部に第70条から78条まで9力条の条
文がおかれている。その構成からみると，大統領評議会は，三院の決議に
よって指名された35名（この35名はアセンブリーから20名，リプレゼソタ
ティブから10名，デレゲートから5名となっている），これに加えて，反
対党によって指名される10名をふくめて，大統領が指名する25名の合計60
名で構成する（もちろん，アフリカ人はこれに含まれない）。大統領評議
会の議員となる資格としては，30歳以上で，国会議員かまたは国会議員の
選挙に立候補できる資格のある者ということになっている。大統領評議会
の議員に任命されると，国会議員としての資格を失うことになる。
　大統領評議会は定足数が30名で，出席者の過半数の多数決で案件を議決
する。大臣や副大臣は大統領評議会に出席して話すことができる。しか
し，彼らには投票権はない。
　大統領評議会の役割は何かという問に対しては，原則としては，大統領
に対する助言機関である。だが実質は国会の三院が法案その他で一致しな
い場合，アソパイヤとしての大統領の采配を民主的な形で，白人優位の結
論にもっていくための制度であるといってよい。
　まず大統領評議会は，大統領によって，大統領評議会に付託された事項
に関して，大統領に助言することになっている。また，大統領評議会の判
断によって公共の利益が存するということであれぽ，そのことを大統領に
助言する。ただしこの場合には，そのような問題が大統領によって付託さ
れたものについて，法案作成は除かれる。
　　このような助言が必要な事態はどのような場合におこるかといえぽ，一
院もしくは二院が，“一般的問題”に関する法案を直ちに拒絶するか，も
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しくはそのような法案の解釈を変更することを可決するときなどにおこ
る。そのようなとき，大統領は国会の同じ会期を通じて随意にその決定に
対する大統領評議員会に法案を付託することになる。
　このようなことが生じる国会の事情は，例えぽ，不明確に延期されてい
る論議の多い法案に関する決定の場合とか，対立を解消できる情況が生れ
るまでの法案の場合とかに生じるのである。
　大統領評議会は，78条（5）によると，大統領評議会に付託された法案を，
大統領の同意もしくは不同意のために大統領に提出すること，また法案の
ほん訳を提出することを義務づけられている。大統領評議会は自ら立法す
ることはできない。しかし，憲法32条（4）は，大統領評議会がその決定を与
えた法案は，国会によって可決された法案であると推定される，と定めて
いる。
　このような大統領評議会の権限については，議会主権の点からみると議
会の上に存在する立法機関の観があり，国会が主権的立法機関であると定
める憲法30条と矛盾するという批判がある。
　（4）最高裁判所と法令審査
　1909年憲法時代に激しく争われた最高裁判所の違憲審査権は，1961年憲
法59条（2）によって，その生命を絶たれたのであるが，1983年憲法でもその
流れをうけて“fi判所は議会の制定法の有効性について審査し，宣告する
資格はない”と定めている（34条（3））。ところが，1983年憲法は1961年憲
法と異って，例外条項を設けた。それは“この憲法法の規定が大統領及び
国会によって，もしくは大統領と各院によって有効であると表明される法
律に関係しているかどうかについての問題を審査し，宣言する資格があ
る”と定めていることである。
　この条文によって，本憲法によっても原則として，立法の内容について
は審査できないが，その法律が有効とされた手続については審査すること
ができるということである。このことは，正しくない手続によって可決さ
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れた法律を無効として判断することが最高裁判所に授権されたことにな
る。
　加えて，最高裁判所は，もし個々の問題が国会の議長や各院の座長と協
議して，原住民集団の“自己の問題”であることを決定するのが大統領か
どうかの“問題について，審査したり宣告したりする”ことができる。
　このことについては，つぎのことが考えられる。つまり審査は，31条に
よると，法案が一つの院で紹介されるまえに，発行されなければならない
移送命令書を，大統領が発行する場合に行われることが要求される。個々
の問題が“自己の問題”ではないと大統領が決定したならぽ，移送命令書
はそのときは発行される必要はないし，結果について審査を行う必要はな
い。18条（3）はあきらかに移送命令を証明されない法案は，“自己の問題’t
を処理するとは思われないと規定している。“審査”は“協定”もしくは
　“合意”を意味しないことはあきらかである。また，どんな場合でも審査
は大統領が適当と思う方法で行われる（17条（2））。
4．　アパルトヘイト法体系の崩壊
　（1）国際的批判の状況
　南アパルトヘイト政策については，もちろん，はやくから国際的批判が
あった。しかし，本格的に批判が強まってきたのは，1976年のソエト事件
からである。この年，政府はアフリカ人の生徒にアフリカーソス語教育を
しようとした。この政府の方針に反発して，ソエトでアフリカ人生徒1万
人がデモ行進をしているところを，警察隊が発砲して，6月16日から3日
間で死者176人をだした事件である。ソエト事件はさらに全国に広がり，
翌年までに死老700人を数えた。このため，国内の反アパルトヘイト批判
が始まったのである。
　国際連合はすでに1962年以来，総会において，南ア制裁の決議をしてい
る。この頃になると，アフリカに独立国が増えて，国連総会の一大勢力と
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なった。これらのアフリカ諸国の強い希望が，南ア制裁の決議となった。
国連決議の内容は，文化，教育，スポーツ等の交流の禁止から，各種の経
済制裁，さらには南アとの外交関係を断つことまで求めるという，かなり
広範囲に渡っているものであった。しかし，その時期には，その効果はあ
まり期待できるものではなかった。それでも1970年代後半にはいると，ア
フリカはほとんどが独立国となり，国連決議の影響力は強まってきた。し
かもソエト事件が起こり，南ア制裁が本格化していくことになる。
　1983年の三院制憲法の制定や，ホームラソドの独立などの政策は，かえ
ってアパルトヘイトの弊害を，深化させるだけであるという心配から，国
際的制裁は止まず，特に経済制裁が強化されることになった。アメリカで
は国内の反アパルトヘイト運動や政府，特に議会の圧力によって，大会社
が資本の引き上げを始めた。1988年には，ついにアメリカ議会は南ア制裁
の議決をした。多くの国もこれにならって，きびしい経済制裁を行った。
わが国は，南アとは正常な国交はなかったが，この様な国際情勢を踏まえ
て，文化交流の制限などを行ってきた。しかし，民間の貿易は活発に行わ
れて，時に批判されることもあった。
　（2）国内の反アパルトヘイト運動
　現在，政府と憲法制定のための予備交渉に入っているANCが，反ア
パルトヘイト活動のために結成されたのは，1912年のことで，鉱山労働者
の差別h：一一段と厳しくなってきた時期である。わが国では大正デモクラシ
ーの幕開けのときであった。このANCのほかに多くの反アパルトヘイ
ト集団が存在した。そして，これら集団は1990年2月に政党活動として合
法化されるまでは，厳しい政府の弾圧下におかれていた。
　これらの政党が先鋭化したのは，1960年におきたシャープビル事件であ
った。この事件は，ヨハネスブルグ南方80kmのフェレニヒン郊外の黒
人居住区シャープビルで警官隊が，パス法反対集会中の1万5，000人に発
砲して，65人が殺され，180人が負傷した事件である。翌年，南アは共和
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制国家となり，アフリカーナーの国民党政府によって，反アパルトヘイト
運動に対する弾圧は一段とその厳しさを増してきたのである。
　反アパルトヘイト運動が国際的にも注目されるようになったのは，先に
紹介したソエト事件からである。翌年，黒人意識指導者のステファン・ビ
ーコーが拷問死して，南ア政府に対する国際的非難が高まり，それに力を
得て，運動も活発化していた。しかし，一方ではインカタ自由党のように
穏健な反対運動もあって，必ずしも反アパルトヘイト運動が統一されてい
るとは限らなかった。1978年にインカタ自由党の指導者G．ブテレジは体
制内反対勢力の連合（アフリカ人，カラード，インド人）の南アフリカ黒
人連合を結成した。1983年には統一民主戦線（UPF）が結成された。これ
は約600の団体が参加するもので，発起人はカラード・オランダ改革派教
会のアラン・ブサク師で，白人を含む広範囲な反アパルトヘイト大衆組織
であった。
　南ア政府は一貫して弾圧政策をとってきたが，ソ連のペレストロイカに
よって社会主義体制が崩壊したことで，その方針を大きく転換した。それ
まで南ア政府は，ANCなどの左翼勢力の運動には，社会主義革命の目的
が含まれていたと考えていたから，厳しい姿勢で望んでいたのである。南
ア政府は1990年にすべての政治団体の合法化を宣言したが，それにはもち
ろん弾圧への国際的批判を避けるためもあったが，社会主義革命の心配が
なくなったことも大いに関係がある。
　③　アパルトヘイト法の廃止
　さしも根強かったアパルトヘイト法体系も，これまでに述べてきた国際
的批判と，国内の反アパルトヘイト運動の前に崩壊しはじめた。1983年憲
法が制定されてからのアパルトヘイト法に対する政府の動きに焦点をしぼ
って，アパルトヘイト法が次第に修正廃止されていく状況について展望し
てみる。
　1983年9月，アパルトヘイト法体制の最後の守護者ともいうべきフォル
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スター元大統領が死去した。同じころ最高裁判所は定住権確認訴訟で，都
市に流入したアフリカ人の定住権を認める判決をした。その結果，24，688
人のアフリカ人が定住権を得ることができた。この時期にはすでにアフリ
カ人の都市流入が恒常化していた。最高裁はこの状況を追認したようなも
のであった。そして，それは同時にアパルトヘイト体制が実態において崩
壊の兆があったということである。
　翌年1984年になると，政府は教育制度の変更を行った。それによると，
白人の教育は国民教育省の統督下におかれるが，カラード，インド人につ
いては，三院制下設けられた大臣評議会の教育文化担当の評議員によって
統轄される。そして，アフリカ人に対しては従来の部族別居住地域教育局
のほか，教育訓練省に協力・開発省を合併させて，ホームランド体制にお
けるアフリカ人教育を推進することにした。
　しかし，本格的にアパルトヘイト法体系が崩壊しはじめたのは，1985年
からである。この年米政府は南ア経済制裁措置を発表した。このような状
況になり南ア政府はアパルトヘイト法の修正によって，その措置の緩和を
期待した。そこで，6月に終った国会において不道徳法16条，雑婚禁止
法，政治干渉禁止法を廃止し，あわせて人口流入規則及びパス法の条件を
緩和した。しかし，反アパルト紛争はおさまらず，政府は非常事態宣言を
発令した。
　1986年にはついに全土に非常事態宣言が発令されることになる。このよ
うな状況の中で，4月23日に人種差別法の中でも悪法とされていたパス法
が廃止された。
　1988年になると，米下院が南ア経済制裁を可決したため，南ア経済は一
段ときびしい状況におかれることとなった。そのため南ア政府はできるか
ぎり早くアパルトヘイト法の修正・廃止を大規模に行うことをよぎなくさ
れることとなった。そのようなときに，政策を推進していたボタ大統領が
病気．8なり，大統領はデクラークとなった。このデクラーク大統領のもと
で，アパルトヘイト法の修正・廃止が推進されることとなり，1990年に入
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ってからこれが本格化した。
　まずこの年の2月に，これまで非合法化していた反アパルトヘイト集団
であるANCをはじめとする政党を合法化した。そして，とくにANC
の指導的役割を担っているネルソン・マンデラを2月11日に釈放した。そ
して，4月6日に南ア政府と対話開始の条件について話し合うための予備
交渉の日程が，マンデラとデクラーク大統領の会談で行われた。その結果
5月21日に予備交渉がもたれて，そこで公共施設分離法，土地法，集団地
域法の三法は1年半以内に廃止する，人口登録法は憲法改正によって廃止
することなどが話しあわれた。
　こうして，アパルトヘイト法体系の崩壊は急速に進んで，本年2月1日
の国会における大統領の施政演説で，先年約束した三法の廃止が再確認さ
れ，法案が国会に提出されたのである。6月の会期終了前に，これらの法律
の廃止が可決された。問題はこのようにアパルトヘイト法体系が崩壊する
ことは，新しい憲法の制定への道を拓くことになるのであるが，一方でア
フリカ人の間の主導権争いがおこり，事態を不測の方向に発展させている。
5．　フロント・ライン諸国の憲法体制
　南アフリカ共和国は，鉱物資源が豊富なところから，周辺諸国からの出
稼労働者も多い。周辺諸国もまた，南アフリカ共和国への経済的依存度が
高い国が多い。したがって，南アフリカ共和国の国内が不安定であること
はこれらの国にとっても無視できないところである。しかし，一方でアパ
ルトヘイト反対運動のゲリラ基地として，これら周辺諸国は重要な役割を
果してきた。
　このような国々が南アの周辺に存在するのであるが，これらの国々も
かつては白人支配の植民地であり，独立にあたって白人とアフリカ人との
権益問題などで苦しんできた国々でもある。したがって，それらの国々の
憲法事情は，いろいろの形で南アフリカ共和国のこれからの憲法体制に影
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響するものと思われる。そのことを念頭において，以下にこれら諸国のう
ち，ザンビア，ジンバブウェ，アンゴラ，モザンビークそしてナミビアの
憲法について概観しておく。
　（1）ザンビア憲法
　現行のザンビア憲法第6章の定める立法府は，大統領と135名の議員で
構成される。135名のうち125名は総選挙によって，残り10名は大統領の任
命による。この10名は，かつて白人に留保されていた議席である。ここで
はこの白人に留保された議席の歴史的推移についてみてみることにする。
　ザンビアはかつては北ローデシアといってイギリスの植民地であった。
1953年に南P一デシア（現在のジンバブウェ）とニヤサランド（現在のマ
ラウイ）とともにローデシア・ニヤサランド連邦が成立，イギリスの自治
国となった。約10年続いたこの国はアパルトヘイト法を制定し続けた。し
かし1964年に北ローデシアのみがザンビアとしてアフリカ人の国家とな
り，アパルトヘイト法は消滅した。
　1963年の自治領における最後の憲法で，立法評議会にかわって国会がつ
くられ，75名が議員になった。このうち65名は普通選挙でえらばれ，10名
は白人による選挙のために留保された投票でえらぽれた。この選挙では
UNIP（統一国民独立党）が55名当選し，党首のカウソダが首相となっ
た。1964年にザンビア独立憲法がイギリス議会で可決され，ザンビアは共
和国となり，初代大統領にカウンダがえらばれた。
　1966年の憲法改正で国会議員は105名となり，さらに大統領による指名
議員が5名プラスされた。そして1973年に新憲法が制定されザンビァは一
党制となった。同時に，白人政党DPPもなくなり，白人に留保されてい
た議席はアフリカ人の中から大統領が指名する議席に変った。
（2）ジンバブウェ憲法
ジンバブウェはザンビアと同様に，もとはローデシアというイギリス植
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民地の一部であった。1923年に入植者たちの投票によって，イギリス本国
のコロニーとなり，入植者たちの自治が認められた。この時の基本法を南
ローデシア憲法特許状という。南ローデシアは南アフリカ連邦のようにウ
エストミンスター体制にもとつくドミニオン（自治国）にはふくまれなか
った。しかし，南ローデシアは，他の植民地より多くの自治権が保障され
ていたので，自治植民地といわれた。
　1953年には北P一デシア，ニヤサランドと連邦制を結成したが，1963年
に解消され，その前年の総選挙でアフリカーナーが多数派となり，イギリ
スからの独立の機運が高まり，1965年に一方的に独立した。しかし，この
一方的宣言はイギリス政府の承認するところとならず，国際世論による批
判やアフリカ人の独立運動などで，ついに1979年にアフリカ人主導の大統
領制による共和制憲法を制定して独立した。この憲法はその後何度か改正
されたが，1987年改正までの憲法が現行憲法である。
　1979年憲法では国会は上院と下院で構i成されており，上院では議員が40
名で，そのうち10名は白人選挙人名簿でえらぼれる。下院は100名の議員
で構成する。この100名のうち80名は普通選挙人名簿によってえらばれる
が，残り20名は白人によってえらぼれる。しかし，1987年にこのような選
挙制度が大きく変った。それは，下院の20名と上院の10名の白人議席が廃
止され，その年の10月にそれぞれの院によって補充の議員がアフリカ人か
ら指名された。1979年憲法では，白人議席を認める条項は，憲法制定後7
年間，その制度を続けることが留保されており，しかも留保期間中に，下
院の全員一致で，7年後にこの制度をひきつづき存続させるためには，上
院の3分の2と下院の70名以上の承認があれぽよいという議決をしてい
た。しかし，結局はこのような手続きはとられず，1987年に白人議席の廃
止をきめたときは，下院の手続だけで承認された。
　このようにザンビアの場合も同様であるが，ジンバブウェの場合でも最
初は白人の議席を留保しておいて，その後の憲法改正で消滅させた経緯
は，南アフリカ共和国の今後の憲法事情にも影響を及ぼすかもしれない。
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　（3）ナミビア憲法
　ナミビア憲法が南アフリカの憲法制定に参考となる点は，一一つはナミビ
ア憲法制定手続と，二つは国会構成である。ナミビアは，アフリカ大陸で
最後の独立国として，昨年3月21日にアフリカで53番目の独立国となっ
た。このとき，ナミビアではその前年11月1日に制憲会議の選挙を行い，
この制憲会議で新憲法法を採択して，この憲法のもとで独立を達成，同時
に制憲会議がそのままナミビア国会となった。このときの選挙で議席は
SWAPO　41名，　TDA（白人や中心の人種混合政党）21名，その他10名と
なった。SWAPOはアフリカ人中心の政党であり，この政党の党首が大
統領となった。ANCは，このナミビア方式によって南アの制憲会議によ
る憲法改正を主張していた。それは，ANCが早くから一人一票制がアパ
ルトヘイト廃止のもっとも重要な手段であるとしていた主張と一致するか
らであった。目下のところ南ア政府の全政党参加の代表者会議を中心とし
た制憲手続の実現が優勢のようであるが，ナミビア方式が消滅したわけで
はない。
6．制憲会議への道
　（1）新憲法へのイメージ
　新しい憲法が，どのような内容をもった憲法として誕生するかは，この
時点では判然としない。現時点では，南ア政府，白人団体そしてANC
などが断片的に発表しているものを総合的に判断してみることになる。
　一つの参考となる側は，南ア政府の大統領評議会が1990年10月24日に発
表した報告書がある。これによると，アフリカ人多数支配を認める一方
で，白人が実質的権限を保持できる仕組みの二院制議会を構想している。
下院議員Vt－一一人一票制の比例代表制で選出されるが，上院議員は人種ある
いは地域別で構成され，白人など少数人種は一定の議席が保障されるう
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え，主要な政策に拒否権を行使できる。報告はまた個人の基本的人権を保
障する権利章典の制定と，紛争解決のための紛争処理システムの確立を提
言している。
　もう一つの参考例は，4月14日に報じられたANCの新憲法構想であ
る。これによると国会の構成は二院制であること，すべての国民が同等の
選挙権をもち，人種，性別による差別のない単一国家であること，基本的
人権は尊重され，宗教や原語では少数派にも配慮されなけれぽならない。
国家機構として，白人の一部が主張する連邦制の主張は排している。公用
語については，アフリカーンス語，英語それに各部族語をふくめている。
　両者の案では二院制を国会制度で採用するとしているが，ANCの案で
は両院の構成，権限はよく判らない。政府案では白人議席の確保や白人を
ふくむ少数派の拒否権を定めている。また，人種・地域別構成となってい
るなど，白人権益を上院制度で守る姿勢を強く打ち出している。このよう
な姿勢は，ANCが金やダイヤ鉱の国有化を示唆したことに対する白人側
の不安に応えたものといえるのである。
　（2）混乱と調整
　アフリカ諸国のとりわけ英連邦諸国の独立にあたって，新しい憲法を制
定する手続としては，二つのタイプがある。一つは宗主国イギリスの指導
のもとで制憲会議がもたれる場合，主として主要政党の代表者会議で憲法
案が作成される例である。いま一つは，アフリカ人主導の制憲会議議員の
選挙が行われて，この制憲会議が憲法案をつくる例である。南アはもちろ
んイギリス支配地ではないが，現在のところ，南ア政府は前者の例に，
ANCは後者の例にならいたいとしている。
　この両者の対立は南ア政府とANCとの間の予備交渉で政府案に近づ
くかにみえた。ところが，その後反アパルトヘイト集団間の武力衝突がお
こり，混乱におちいることとなった。
　デクラーク大統領は昨年の年頭演説でANCなど反アパルトヘイト集
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団の合法化と方法犯の釈放を宣言した。そして，その宣言通りUC　2月には
政党の合法化にふみきり，ANCのマンデラ副議員を釈放した。そして，
5月にはANCとの間に予備交渉を開始した。その一方で，アパルトヘイ
ト法体制の完全廃止へ向けての法改正を国会に提案した。南ア政府やこれ
を支える国民党のこのような政策転換の理由は，アメリカ議会の経済制裁
決議と，これに同調する先進各国及びECの制裁による南ア経済の打撃
を打開することにあった。
　昨年5月に南ア政府とANCとの最初の予備会談が行われたころには，
ANCは政府の主張する全政党参加による制憲協議会にも賛意を示し，イ
ソカタ自由党との間にも同調するふんいきがあった。ところがその後，
ANCとイソカタ自由党との間に将来の政権をめざして主導権争いが激化
し，多くの死老を出すようになり，制憲会議への道は混迷を深めている。
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